
 

 
 

令和６年度 福島市社会福祉審議会 第２回全体会 

               令和７年３月７日（書面開催） 

 
 

 

次    第 

 

 

 

１． 報告事項 

（1）各専門分科会活動報告 

① 民生委員審査専門分科会   【共生社会推進課】 

 

 

② 地域福祉専門分科会     【共生社会推進課】 

 

 

③ 障がい者福祉専門分科会   【障がい福祉課】 

 

 

④ 高齢者福祉専門分科会    【長寿福祉課】 

 

 

⑤ 児童福祉専門分科会     【こども政策課】 

 

 

 

 

 

 

 

ご意見等がありましたら、別添の「意見書」にご記入いただき、 

３月２１日（金）までにご提出くださいますようお願いいたします。 

 
 



 

 
 

福島市社会福祉審議会委員名簿（任期：R6.4.1～R9.3.31、五十音順、敬称略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

№ 氏　　名 推薦団体等 所属分科会

1 赤間
あかま

　幸子
ゆきこ

福島市民生児童委員会長連絡会 民生委員審査、障がい者福祉

2 安部
あべ

　正夫
まさお

福島市民生児童委員会長連絡会（会長） 地域福祉、高齢者福祉

3 江藤
えとう

　大
だい

裕
すけ

特定非営利活動法人 ビーンズふくしま（副理事長） 児童福祉

4 遠藤
えんどう

　寿
とし

海
み

福島学院大学（教授） 地域福祉、障がい者福祉

5 遠藤
えんどう

　嘉
よし

邦
くに

福島市要保護児童対策地域協議会 児童福祉

6 菅野
かんの

　典子
のりこ

福島市視覚障がい者福祉会 障がい者福祉

7 菅野
かんの

　誠
まこと

ふくしま基幹相談支援センター（社会福祉法人 陽光会） 障がい者福祉

8 菊田
きくた

　悟
さとる

社会福祉法人 福島市社会福祉協議会（常務理事） 高齢者福祉

9 木曽
きそ

　明美
あけみ

福島市手をつなぐ親の会 障がい者福祉

10 木田
きだ

　修作
しゅうさく

未就学児保護者代表 児童福祉

11 木戸
きど

　秀子
ひでこ

福島県北地区障がい福祉連絡協議会 障がい者福祉

12 小賀坂
こがさか

　清子
きよこ

福島市私立認可保育施設連合会（副会長） 児童福祉

13 古関
こせき

　久美子
くみこ

福島市民生児童委員協議会 （主任児童委員連絡会会長）児童福祉

14 齊藤
さいとう

　隆之
たかゆき

福島学院大学（准教授） 民生委員審査、高齢者福祉

15 佐藤
さとう

　久美子
くみこ

福島県弁護士会 障がい者福祉

16 佐藤
さとう

　愛花
まなか

学生代表 地域福祉

17 佐藤
さとう

　守
まもる

福島市町内会連合会（会長） 民生委員審査、地域福祉、児童福祉

18 原
はら

　啓子
けいこ

（公社）認知症の人と家族の会　福島県支部福島地区会（代表世話人） 高齢者福祉

19 菅井
すがい

　謙一
けんいち

連合福島　福島地区連合 （議長） 児童福祉

20 菅野
すがの

　美智子
みちこ

福島市手をつなぐ親の会（事務局長） 地域福祉

21 鈴木
すずき

　三千
みちよ

代
福島県老人福祉施設協議会 県北支部 高齢者福祉

22 鈴木
すずき

　泰雄
やすお

福島市老人クラブ連合会 （会長） 地域福祉、高齢者福祉

23 清野
せいの

　伊
い

奈
な

美
み

（公社）福島県看護協会　県北支部（支部長） 高齢者福祉

24 髙橋
たかはし

　久美子
くみこ

地域包括支援センター連絡協議会 民生委員審査、地域福祉

25 高橋
たかはし

　善
よしもり

守
（一社）シャローム福祉会 （まちなか夢工房） 障がい者福祉

26 武田
たけだ

　淑子
よしこ

福島市ボランティア連絡協議会（副会長） 地域福祉

27 立花
たちばな

　由里子
ゆりこ

福島商工会議所 地域福祉、児童福祉

28 田辺
たなべ

　稔
みのる

福島学院大学（教授） 児童福祉

29 津田
つだ

　裕子
ゆうこ

（一社）福島県助産師会 （常務理事） 児童福祉

30 土門
どもん

　幸
ゆき

寛
ひろ 東邦銀行健康保険組合

（常務理事） 高齢者福祉
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31 西山
にしやま

　秀幸
ひでゆき

福島市聴覚障害者協会 障がい者福祉

32 長谷川
はせがわ

　美香
みか

桜の聖母短期大学（准教授） 児童福祉

33 原野
はらの

　明子
あきこ

国立大学法人 福島大学（教授） 児童福祉

34 藤原
ふじわら

　聡
さとし

福島県青少年健全育成推進会議 児童福祉

35 舟山
ふなやま

　信悟
しんご

福島県北地区障がい福祉連絡協議会 障がい者福祉

36 古川
ふるかわ

　彰彦
あきひこ

福島県北地区障がい福祉連絡協議会 障がい者福祉

37 細谷
ほそや

　實
みのる

（一社）福島市私立幼稚園協会（理事） 児童福祉

38 御代田
みよた

　功二
こうじ

福島市小中学校ＰＴＡ連合会 児童福祉

39 村松
むらまつ

　尚夫
たかお

（一社）福島市医師会（理事） 高齢者福祉

40 山田
やまだ

　和江
かずえ

福島市学童クラブ連絡協議会 （会長） 地域福祉、児童福祉

41 山本
やまもと

　巌
いわお

福島地区小・中学校長会協議会 児童福祉

42 渡邉
わたなべ

　かほる
福島地区小学校長会 民生委員審査

43 渡邉
わたなべ

　多佳子
たかこ

（一社）福島市医師会 障がい者福祉
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福島市社会福祉審議会条例 

 

（趣旨） 

第一条 この条例は、社会福祉法（昭和二十六年法律第四十五号。以下「法」という。）

第七条第一項の規定に基づき設置する福島市社会福祉審議会（以下「審議会」とい

う。）の組織及び運営に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

（所掌事務） 

第二条 審議会は、次に掲げる事項を調査審議する。 

⑴ 法第七条一項に規定する社会福祉に関する事項（同法第十二条第一項に規定す

る児童福祉に関する事項を含む。） 

⑵ 子ども・子育て支援法（平成二十四年法律第六十五号）第七十七条第一項各号

に掲げる事項 

⑶ 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平

成十八年法律第七十七号）第十七条第三項、第二十一条第二項及び第二十二条第

二項に関する事項 

⑷ 前三号に掲げるもののほか、社会福祉について市長が必要と認める事項 

 

（任期等） 

第三条 委員の任期は、三年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期

間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

３ 特別の事項を調査審議するため必要があるときは、審議会に臨時委員を置くこと

ができる。 

４ 前項の臨時委員は、その者の委嘱に係る特別の事項の調査審議が終了したときは、

解職されるものとする。 

 

（委員長及び副委員長） 

第四条 法第十条の規定により、審議会に委員長を置くものとする。 

２ 委員長を補佐させるため、審議会に副委員長を置き、委員の互選によりこれを定

める。 

３ 副委員長は、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、その職務を

代理する。 
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（会議） 

第五条 審議会の会議は、委員長が招集し、委員長がその議長となる。 

２ 委員長は、委員の四分の一以上が審議すべき事項を示して審議会の会議の招集を

請求したときは、審議会の会議を招集しなければならない。 

３ 審議会の会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

４ 審議会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長

の決するところによる。 

５ 第三条第三項の規定により臨時委員を置いた場合における前二項の規定の適用

については、臨時委員は、委員とみなす。 

 

（専門分科会） 

第六条 審議会に、社会福祉における専門的な事項を調査審議等するため、次に掲げ

る専門分科会を置く。 

⑴ 民生委員審査専門分科会 

⑵ 障がい者福祉専門分科会 

⑶ 地域福祉専門分科会 

⑷ 高齢者福祉専門分科会 

⑸ 児童福祉専門分科会 

２ 市長は、前項に掲げるもののほか、必要に応じ、審議会に専門分科会を置くこと

ができる。 

３ 民生委員審査専門分科会に属すべき委員は、社会福祉法施行令（昭和三十三年政

令第百八十五号）第二条第一項の規定に基づき委員長が指名する。 

４ 専門分科会（民生委員審査専門分科会を除く。）に属すべき委員及び臨時委員は、

委員長が指名する。 

５ 専門分科会に専門分科会長を置き、その専門分科会に属する委員及び臨時委員

（民生委員審査専門分科会にあっては、委員に限る。第七項において同じ。）の互

選によりこれを定める。 

６ 専門分科会長は、その専門分科会の事務を掌理する。 

７ 専門分科会長に事故があるとき、又は専門分科会長が欠けたときは、専門分科会

長があらかじめ指名する委員又は臨時委員が、その職務を代理する。 

８ 前条第一項及び第三項から第五項までの規定（民生委員審査専門分科会にあって

は、第五項を除く。）は、専門分科会の会議について準用する。この場合において、

同条第一項、第三項及び第四項中「審議会」とあるのは「専門分科会」と、同条第

一項中「委員長」とあるのは「専門分科会長」と、同条第三項及び第四項中「委員」

とあるのは「専門分科会に属する委員」と、同条第五項中「委員と」とあるのは「専

門分科会に属する委員と」と読み替えるものとする。 

９ 専門分科会（民生委員審査専門分科会を除く。）の決議は、これをもって審議会

の決議とすることができる。ただし、重要又は異例な事項に関する決議にあっては、

この限りでない。 

 4 



    

10 障がいのある人もない人も共にいきいきと暮らせる福島市づくり条例（令和二年

条例第十一号）第十四条第一項に規定する推進委員会の決議は、これをもって障が

い者福祉専門分科会の決議とすることができる。ただし、重要又は異例な事項に関

する決議にあっては、この限りでない。 

 

（委任） 

第七条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、委員長が

審議会に諮って定める。 

 

 

 

附 則 

 

（施行期日） 

１ この条例は、平成三十年四月一日から施行する。 

（福島市子ども・子育て会議条例の廃止） 

２ 福島市子ども・子育て会議条例（平成二十五年条例第三十一号）は、廃止する。 

（特別職の職員で非常勤のものの報酬等に関する条例の一部改正） 

３ 特別職の職員で非常勤のものの報酬等に関する条例（昭和三十一年条例第二十三

号）の一部改正（略） 

（福島市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正） 

４ 福島市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成二十六

年条例第三十五号）の一部改正（略） 

（福島市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一

部改正） 

５ 福島市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成

二十六年条例第三十七号）の一部改正（略） 

 

附 則（令和二年三月三一日条例第一一号抄） 

 

（施行期日） 

１ この条例は、令和二年四月一日から施行する。 
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福島市社会福祉審議会運営要領 

 

（趣旨） 

第一条 この要領は、福島市社会福祉審議会条例（平成三十年条例第五号。以

下「条例」という。）第七条の規定に基づき、福島市社会福祉審議会（以下

「審議会」という。）の運営に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

（審査部会） 

第二条 社会福祉法施行令（昭和三十三年政令第百八十五号。以下「令」とい

う。）第三条第一項の規定により、障がい者福祉専門分科会に審査部会を置

く。 

２ 審査部会に属すべき委員及び臨時委員は、令第三条第二項に定めるところ

による。 

３ 審査部会に部会長一人を置き、審査部会に属する委員及び臨時委員の互選

によりこれを定める。 

４ 部会長は、審査部会の事務を掌理する。 

５ 部会長に事故があるとき、又は部会長が欠けたときは、部会長があらかじ

め指名する委員又は臨時委員が、その職務を代理する。 

 

（専門分科会の部会） 

第三条 審議会は、児童福祉専門分科会に保育所・認定こども園等部会を置く

ほか、必要に応じ、専門分科会（民生委員審査専門分科会を除く。以下同

じ。）に部会を置くことができる。 

２ 部会に属すべき委員及び臨時委員は、委員長が指名する。 

３ 部会に部会長一人を置き、その部会に属する委員及び臨時委員の互選によ

りこれを定める。 

４ 部会長は、その部会の事務を掌理する。 

５ 部会長に事故があるとき、又は部会長が欠けたときは、部会長があらかじ

め指名する委員又は臨時委員が、その職務を代理する。 

６ 条例第五条第一項及び第三項から第五項までの規定は、部会の会議につい

て準用する。この場合において、同条第一項、第三項及び第四項中「審議

会」とあるのは「部会」と、同条第一項中「委員長」とあるのは「部会長」

と、同条第三項及び第四項中「委員」とあるのは「部会に属する委員」と、

同条第五項中「委員と」とあるのは「部会に属する委員と」と読み替えるも

のとする。 
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７ 部会の決議は、これをもってその専門分科会の決議とすることができる。

ただし、重要又は異例な事項に関する決議にあっては、この限りでない。 

 

（守秘義務） 

第四条 審議会の委員及び臨時委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはなら

ない。その職を退いた後も、同様とする。 

 

（専門分科会及び部会の会議の特例） 

第五条 専門分科会長及び部会長は、緊急やむを得ない理由がある場合には、

委員及び臨時委員に対し書面により意見を求めることによって、会議の開催

に代えることができる。 

 

（委員の除斥） 

第六条 審議会の委員は、自己又は自己の従事する業務に直接利害関係のある

事項については、その決議に参加することができない。 

 

（関係者の出席） 

第七条 委員長、専門分科会長及び部会長は、調査審議のため必要があると認

めるときは、会議に関係者の出席を求め、意見若しくは説明を聴き、又は資

料の提出を求めることができる。 

 

（補則） 

第八条 この要領に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、審

議会の委員長が定める。 

 

 

 

附 則 

この要領は、平成３０年４月１日から施行する。 
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